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事業等のリスク
本資料に記載されている、将来に関する記述を含む歴史的事実以外のすべての記述は、当社グループが現在入手している情報に基づく、

現時点における予測、期待、想定、計画、認識、評価等を基礎として記載されているに過ぎません。また、予想数値を算定するためには、

過去に確定し正確に認識された事実以外に、予想を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いています。これらの記述ないし事実

または前提（仮定）は、客観的には不正確であったり将来実現しない可能性があります。その原因となる潜在的リスクや不確定要因としては

以下の事項があり、これらはいずれも当社グループの事業、業績または財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。また潜在的リスクや

不確定要因はこれらに限られるものではありませんのでご留意下さい。

・携帯電話の番号ポータビリティの導入、新規事業者の参入など市場環境の変化により競争の激化が予想されるなか、通信業界における

他の事業者及び他の技術との競争に関連して、当社グループが獲得・維持できる契約数及びＡＲＰＵ（１契約当たり月間平均収入）の

水準が抑制されたり、コストが増大する可能性があること

・当社グループが新たに導入・提案するサービス・利用形態が十分に展開できない場合、当社グループの成長が制約される可能性がある

こと

・種々の法令・規制・制度の導入や変更または当社グループへの適用により悪影響が発生し得ること

・当社グループが使用可能な周波数及び設備に対する制約に関連して、サービスの質の維持・増進や、顧客満足の継続的獲得・維持に

悪影響が発生し得ること
・第三世代移動通信システムに使用している当社のＷ-ＣＤＭＡ技術やモバイルマルチメディアサービスの海外事業者への導入を促進し、
当社グループの国際サービス提供能力を構築し発展させることができる保証がないこと

・当社グループの国内外の投資、提携及び協力関係や、新たな事業分野への出資等が適正な収益や機会をもたらす保証がないこと

・当社グループの携帯電話端末に決済機能を含む様々な機能が搭載され、当社グループ外の多数の事業者のサービスが携帯電話端末上で

提供される中で、端末の故障・欠陥・紛失等や他の事業者のサービスの不完全性等に起因して問題が発生し得ること

・当社グループの提供する製品・サービスの不適切な使用により、当社グループの信頼性・企業イメージに悪影響を与える社会的問題が

発生し得ること

・当社グループ又は業務委託先における顧客情報の不適切な取り扱い等により、当社グループの信頼性・企業イメージの低下等が発生し

得ること

・当社グループが事業遂行上必要とする知的財産権等の権利につき当該権利の保有者よりライセンス等を受けられず、その結果、特定の

技術、商品又はサービスの提供ができなくなる可能性があること、また、当社グループが他者の知的財産権等の権利の侵害を理由に

損害賠償責任等を負う可能性があること

・地震、電力不足、機器の不具合等や、ソフトウェアのバグ、ウィルス、ハッキング、不正なアクセス、サイバーアタック等の人為的な

要因に起因して、当社グループのサービス提供に必要なネットワーク等のシステム障害や当社グループの信頼性・企業イメージの低下

等が発生し得ること

・無線通信による健康への悪影響に対する懸念が広まることがあり得ること

・当社の親会社である日本電信電話株式会社が、当社の他の株主の利益に反する影響力を行使することがあり得ること



期末決算の概況と来期の見通し
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2006年3月期決算及び2007年3月期業績予想の概要 US GAAP

◆本資料における連結財務諸表等は、会計監査人による監査を受けておりません。

※「特殊要因」：期末日が金融機関の休業日になったことによる電話料金未回収影響額

「資金運用に伴う増減」：期間3ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減
＊各数値の算定については、本資料の37頁「財務指標（連結）の調整表」並びに当社ホームページ (www.nttdocomo.co.jp) 内の「IR情報」をご参照ください。

-49.1 %

+0.1 ポイント

-1.2 %

-18.3 %

-26.1 %

+6.2 %

+0.3 %

-1.6 %

増減
(1) →(2)

-0.6 ポイント33.133.733.6EBITDAマージン
（%）*

-45.2 %2,8005,10910,036
フリーキャッシュフロー

（億円）*

※特殊要因及び資金運用に伴う増減除く

+0.4 %41,76041,58141,470携帯電話収入

（億円）

増減
(2) →(3)

2007/3
(通期予想) (3)

2006/3
(通期) (2)

2005/3

(通期) (1)

16,010

4,880

8,150

8,100

48,380

-14.4 %9,52312,882
税引前利益

（億円）

-2.7 %8,3267,842営業利益
（億円）

+1.5 %47,65948,446営業収益
（億円）

-0.4 %16,06816,257EBITDA
（億円）*

-20.1 %6,1057,476当期純利益（億円）
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2006年3月期 決算のポイント

・営業利益：前年度比485億円増の8,326億円
（業績予想は8,300億円）

・営業収益：前年度比787億円減
-携帯電話収入は、+112億円と前年を上回る水準
-端末機器販売収入は、端末販売数の減少等に伴い

-781億円

・営業費用：前年度比1,272億円減
-端末販売関連経費*は端末販売数の減少等に伴い

-680億円
- 2004年度にPHS事業の減損損失を604億円計上

* 端末販売関連経費＝端末機器原価＋代理店手数料
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06/3（通期） 07/3（通期予想） 　 06/3（通期） 07/3（通期予想） 　 06/3（通期） 07/3（通期予想）

2007年3月期 業績予想のポイント

（単位：億円）

営業収益 営業費用
営業利益

47,659 48,380
39,332 40,280

8,326 8,100

・営業利益：前年度比約230億円減の8,100億円
・営業収益：前年度比約720億円増の4兆8,380億円

-携帯電話収入は、料金改定の影響によるARPUの減を契約数の増等で
吸収し、約+180億円

-端末機器販売収入は、端末販売数の増及びFOMA販売ウェイト増により、
約+570億円

・営業費用：前年度比約950億円増の4兆280億円
-端末販売関連経費は、端末販売数の増及びFOMA販売ウェイト増により、
約+580億円

-減価償却費は、FOMAエリアの充実等により、約+160億円

+1.5%

+2.4%
-2.7%
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月間純増シェア

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

03/4 5 6 7 8 9 10 11 1204/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1205/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

（単位：%）

KDDI(au+TU-KA)

Vodafone

◆計算に基づく数値の出所：TCA

2003年度 2004年度 2005年度

2005年度の年間純増シェアは48.4%と第1位を確保

2005年度純増シェア 48.4%
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-7.0

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

MOU（左軸） 152 155 153 145 149 152 151 146

MOU対前年同期増減率（右軸） -6.2 -3.7 -4.4 -5.8 -2.0 -1.9 -1.3 0.7

04/4-6(1Q) 04/7-9(2Q) 04/10-12(3Q) 05/1-3(4Q) 05/4-6(1Q) 05/7-9(2Q) 05/10-12(3Q) 06/1-3(4Q)

（単位：%）（単位：分）

携帯電話（FOMA+mova）MOU

◆ MOUの定義および算定方法については、本資料の36頁「 MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください。

・2005年度のMOUは、対前年同期比の減少幅が着実に縮小
・2005年度第4四半期のMOUは、前年同期比でほぼ同水準にまで改善

通期MOU 151分（対前年度比 -5.0%）

通期MOU 149分（対前年度比 -1.3%）
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-10.0

-9.0

-8.0

-7.0

-6.0

-5.0

-4.0

-3.0

-2.0

パケットARPU（左軸） 1,950 1,900 1,820 1,830 1,820 1,880 1,880 1,940 1,880 1,930 

（再掲）ｉモードARPU 1,940 1,890 1,810 1,820 1,810 1,870 1,860 1,920 1,870 1,910

音声ARPU（左軸） 5,450 5,440 5,350 5,090 5,120 5,170 5,040 4,780 5,030 4,760 

国際サービス分ARPU 20（別掲） 20（別掲） 30（別掲） 30（別掲） 30（再掲） 40（再掲） 40（再掲） 40（再掲） 40（再掲） 60（再掲）

総合ARPU対前年同期増減率（右軸） -8.2 -9.3 -8.3 -9.1 -6.2 -4.0 -3.5 -2.9 -4.0 -3.2

04/4-6(1Q) 04/7-9(2Q) 04/10-12(3Q) 05/1-3(4Q) 05/4-6(1Q) 05/7-9(2Q) 05/10-12(3Q) 06/1-3(4Q)  06/3(通期) 07/3(通期予想)

（単位：%）（単位：円）

7,400 7,340 7,170
6,920 6,940 6,910

携帯電話（FOMA+mova）ARPU

◆国際サービス収入の増加傾向に鑑み、2006年3月期より、ARPU項目について国際サービス収入を含めて記載しております。
◆ ARPUの定義および算定方法については、本資料の36頁「MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください。

7,050 6,920

6,690

・2005年度の総合ARPUは、対前年同期比の減少幅が着実に縮小
・2006年度の総合ARPUは、パケ・ホーダイの利用可能プラン拡大の影響等を見込み

6,690円（対前年度比-3.2%）を計画

通期総合ARPU 7,200円
（対前年度比 -8.7%）

通期総合ARPU 6,910円
（対前年度比 -4.0%）

6,720



2007年3月期事業運営方針



/3712Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

12
SLIDE No.

2007年3月期 事業運営の3本柱

コアビジネス
の更なる強化

新たな
収入源の創出

コスト削減
への取り組み
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コアビジネスの更なる強化（4）HSDPA

3GアップグレードによりFOMAの魅力度を向上

サービス開始時期

2006年夏

3.6Mbps（下り）
384kbps（上り）

最大通信速度（サービス開始時）

FOMA全ユーザが利用可能
（HSDPA対応端末が必要）

FOMAと同じ料金体系

契約

東京23区から順次展開

2006年度末全国人口カバー率
約70%

サービス提供エリア

※ 上記の提供内容は全て予定
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新たな収入源の創出（2）クレジットカードビジネス -2

ｉモードFeliCa携帯の普及 R/Wの普及

競争力強化
（リテンション等）

端末取替サイクル
の長期化

フェリカ
ネットワークス

三井住友
カード

ユーシー
カード

出資先企業の事業

新たなサービスの展開
（販促・広告等）

DCMX
当面の目標として

1,000万会員
を目指す

クレジットカード事業

iD
2006年度末見込み

R/W設置台数
15万台

・クレジット事業の拡大に加え、出資先の企業価値の増大、ｉモードFeliCa携帯
やR/Wの普及をベースとした新たなサービスの展開を目指す

・コア事業の競争力強化、端末取替サイクルの長期化を実現

コア事業へのシナジー効果



/3720Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

20
SLIDE No.



/3721Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

21
SLIDE No.



/3722Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

22
SLIDE No.



/3723Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

23
SLIDE No.



/3724Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

24
SLIDE No.



/3725Results for FY2005
2005|APRIL to 2006|MARCH

25
SLIDE No.

一株あたり配当金：4,000円
（2005年3月期より倍増させた2006年3月期の配当水準を維持）

自己株式取得：総会授権枠は2,500億円、140万株を予定

株主還元

株主の皆様への利益還元を経営の重要課題の一つと位置付け

2007年3月期（予定）

3,0014,2523,949自己株式取得総額（億円）(2)

1,782*930733配当総額（億円）(1)

(4,000円)*(2,000円)(1,500円)
記念配当500円を含む

（一株当たり配当金）

(180万株)(232万株)(158万株)（取得株式数）

4,782*5,1834,682合計（億円）(1)+(2)
＊予定

189万株148万株自己株式消却数

2006年3月期2005年3月期2004年3月期

実 績



Appendices
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営業収益の推移 US GAAP

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

端末機器販売収入 5,481 4,700 5,270 

その他の収入 893 968 1,140 

PHS収入 603 409 210 

携帯電話収入(音声収入、パケット収入) 41,470 41,581 41,760 

2005/3（通期） 2006/3（通期） 2007/3（通期予想）

48,446

20062006年年33月期営業収益月期営業収益

◆◆ 対前年同期比対前年同期比

--1.6%1.6%
（携帯電話収入）（携帯電話収入）

対前年同期比対前年同期比 +0.3+0.3%%
（端末機器販売収入）（端末機器販売収入）

対前年同期比対前年同期比 --1414..22%%

（単位：億円）

（単位：億円）

◆「クイックキャスト収入」は「その他の収入」に、「国際サービス収入」は「携帯電話収入」に含めております。

47,659 48,380
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営業費用の推移 US GAAP

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

人件費 2,514 2,503 2,520 

租税公課 361 367 370 

減価償却費 7,354 7,371 7,530 

減損損失 604 11 -

固定資産除却費 655 547 520 

通信設備使用料 3,724 3,685 3,700 

物件費 25,392 24,848 25,640 

（再掲）収益連動経費＊ 18,179 17,585 18,260

（再掲）その他物件費 7,213 7,264 7,380

2005/3（通期） 2006/3（通期） 2007/3（通期予想）

（単位：億円）

（単位：億円）

＊収益連動経費＝端末機器原価＋代理店手数料＋ポイントサービス経費

40,604 39,332 40,280

20062006年年33月期営業費用月期営業費用

◆◆ 対前年同期比対前年同期比

--3.1%3.1%
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0

1,000
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3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

その他（情報システム等） 1,600 1,366 1,500 

PHS事業 48 11 10 

携帯電話事業（FOMA） 5,293 6,024 6,390 

携帯電話事業（ｉモード等） 346 290 320 

携帯電話事業（mova） 577 368 170 

携帯電話事業（伝送路） 751 812 660 

2005/3（通期） 2006/3（通期） 2007/3(通期予想)

（単位：億円）

（単位：億円）

◆「クイックキャスト事業」は「その他（情報システム等）」に含めております。

設備投資の推移

8,6158,615 8,8718,871 99,,050050

20062006年年33月期設備投資月期設備投資

◆◆ 対前年同期比対前年同期比

+3.0%+3.0%
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◆国際サービス収入の増加傾向に鑑み、2006年3月期より、ARPU項目について国際サービス収入を含めて記載しております。

◆ MOU・ARPUの定義および算定方法については、本資料の36頁「 MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

180

190

200

210

220

230

240

パケットARPU（左軸） 3,660 3,280 3,190 3,170 3,100 3,080 2,990 2,930 3,020 2,700

（再掲）ｉモードARPU 3,590 3,230 3,150 3,130 3,070 3,050 2,960 2,910 2,980 2,660

音声ARPU（左軸） 6,580 6,610 6,460 6,110 5,990 5,970 5,660 5,330 5,680 5,090

国際サービス分ARPU - - - - 60（再掲） 70（再掲） 70（再掲） 70（再掲） 70（再掲） 80（再掲）

MOU（右軸） 230 239 234 219 214 211 201 188 202 -

04/4-6(1Q) 04/7-9(2Q) 04/10-12(3Q) 05/1-3(4Q) 05/4-6(1Q) 05/7-9(2Q) 05/10-12(3Q) 06/1-3(4Q) 06/3（通期） 07/3（予想）

10,240
9,890 9,650

9,280 9,090
8,700

（単位：分）（単位：円）

FOMA ARPU・MOU

9,050
8,650

7,790
8,260
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◆国際サービス収入の増加傾向に鑑み、2006年3月期より、ARPU項目について国際サービス収入を含めて記載しております。

◆ MOU・ARPUの定義および算定方法については、本資料の36頁「 MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

110

120

130

140

150

ｉモードARPU（左軸） 1,800 1,710 1,560 1,470 1,370 1,330 1,230 1,170 1,290 920

音声ARPU（左軸） 5,350 5,280 5,150 4,830 4,820 4,810 4,680 4,370 4,680 4,320

国際サービス分ARPU - - - - 20（再掲） 30（再掲） 30（再掲） 20（再掲） 30（再掲） 40（再掲）

MOU（右軸） 145 143 138 126 126 125 122 113 122 -

04/4-6(1Q) 04/7-9(2Q) 04/10-12(3Q) 05/1-3(4Q) 05/4-6(1Q) 05/7-9(2Q) 05/10-12(3Q) 06/1-3(4Q) 06/3(通期) 07/3(予想)

7,150 6,990
6,710

6,300 6,190 5,970

（単位：分）（単位：円）

mova ARPU・MOU

6,140 5,910

5,240
5,540
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オペレーションの状況

47,9005.3 %46,36044,021（再）ｉモード

買い増し

移行

新規

取替

新規

PHS

携
帯
電
話

FOMA

mova

（再）通信モジュールサービス

（再）FOMA

（再）mova

MOU（分）

ARPU（円）

契約数（千）

解約率

販売数（千）
（端末持込分含む）

マーケットシェア（%）

契約数（千）

--57.7 %4,51710,687
--53.2 %2,5575,458
--0.4 ポイント55.756.1

99022.3 %665544

35,000104.0 %23,46311,501
17,900-25.8 %27,68037,324
52,9004.7 %51,14448,825

--2.4 %3,2803,360

2007/3
(通期予想) 

増減
(1) →(2)

2006/3
(通期) (2)

2005/3
(通期) (1)

-

320
-
-
-
-

331.6 %4,019931
45.2 %9,3766,458
50.5 %4,5613,030

-12.2 %7282

-41.3 %7711,314

-0.24 ポイント0.771.01

◆携帯電話事業者各社における契約数の考え方の統一を図るため、通信モジュールサービス契約数を携帯電話契約数に含めて記載しております。

（マーケットシェア、販売数、解約率については、通信モジュールサービス契約数を含めて算出）

◆ MOU・ARPUの定義および算定方法については、本資料の36頁「 MOU・ARPUの定義および算出方法について」をご参照ください。
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クレジットサービス DCMX

ｉモードからの簡単な手続き（3ステップ）
-毎月1万円までショッピングが可能
-携帯電話の利用料金と併せて支払い
-利用状況はｉモードで確認

DCMX mini

ケータイ（iD）のみでのご利用

・より高額な利用（20万円以上）が可能
・キャッシング機能も付与予定

-国際ブランドカード（VISA/MASTER（予定））

も発行

-ドコモポイントと連動
-ｉモード又はPCサイト等で必要事項を入力後、
入会審査の上でクレジットカードを送付

DCMX

ケータイ（iD）でのご利用
国際ブランド（VISA/MASTER（予定））

プラスチックカード

拡がるケータイクレジットiD

iD R/W導入決定台数
（4月3日時点）

32万台

iD R/W設置予定台数
（2006年年内）

10万台
（2006年度内）

15万台

サービス概要
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MOU・ARPUの定義および算出方法について
◆ MOU（Minutes of usage）：１契約当たり月間平均通話時間

◆ ARPU（Average monthly Revenue Per Unit ）：１契約当たり月間平均収入

契約者１人当たりの各サービスにおける平均的な月間営業収益を計るために使われます。ARPUは無線通信サービス収入のうち

各サービスの提供により得られる収入（毎月発生する基本料、通話料／通信料）を、当該サービスの稼動契約数で割って算出されます。

従ってARPUの算定からは各月の平均的利用状況を表さない契約事務手数料などは除いています。こうして得られたARPUは各月の

お客様の平均的な利用状況を把握する上で有用な情報を提供するものであると考えています。ARPUの分子に含まれる収入は米国会計

基準により算定しております。

◆総合ARPU（FOMA+mova）：音声ARPU（FOMA+mova）＋パケットARPU（FOMA+mova）
◇音声ARPU（FOMA+mova）＝

音声ARPU（FOMA+mova）関連収入（基本料、通話料）÷稼動契約数（FOMA+mova）

◇パケットARPU（FOMA+mova）＝

［パケットARPU（FOMA）関連収入（基本料、通信料）＋ｉモードARPU（mova）関連収入（基本料、通信料）］÷稼動契約数（FOMA+mova）

◇ｉモードARPU（FOMA+mova）＝

ｉモードARPU（FOMA+mova）関連収入（基本料、通信料）÷稼動契約数（FOMA+mova）

◆総合ARPU（FOMA）：音声ARPU（FOMA）＋パケットARPU（FOMA）
◇音声ARPU（FOMA）＝音声ARPU（FOMA）関連収入（基本料、通話料）÷稼動契約数（FOMA）

◇パケットARPU（FOMA）＝パケットARPU（FOMA）関連収入（基本料、通信料）÷稼動契約数（FOMA）

◇ｉモードARPU（FOMA）＝ｉモードARPU（FOMA）関連収入（基本料、通信料）÷稼動契約数（FOMA）

◆総合ARPU（mova）：音声ARPU（mova）＋ｉモードARPU（mova）
◇音声ARPU（mova）＝音声ARPU（mova）関連収入（基本料、通話料）÷稼動契約数（mova）

◇ｉモードARPU（mova）＝ｉモードARPU（mova）関連収入（基本料、通信料）÷稼動契約数（mova）

◆ ARPU、MOU算出時の稼動契約数は以下の通り

◇ 四半期：当四半期の「各月稼働契約数」*の合計

◇ 半期：四半期の「各月稼働契約数」*の合計

◇ 通期：当年度の「各月稼働契約数」*の合計

* 「各月稼働契約数」：（前当該月末契約数 + 当該月末契約数）÷２

※ 通信モジュールサービスは、ARPU及びMOUの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。
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財務指標（連結）の調整表

1. ＥＢＩＴＤＡ、ＥＢＩＴＤＡマージン

（単位：億円、％）

2006年度通期（予想） 2005年度通期 2004年度通期

a.ＥＢＩＴＤＡ 16,010 16,068 16,257

減価償却費 △ 7,530 △ 7,371 △ 7,354

有形固定資産売却・除却損 △ 380 △ 360 △ 457

減損損失 -                  △ 11 △ 604

営業利益 8,100 8,326 7,842

営業外損益（△費用） 50 1,197 5,041

法人税等 △ 3,270 △ 3,414 △ 5,277

持分法による投資損益（△損失） -                  △ 4 △ 129

少数株主損益（△利益） -                  △ 1 △ 1

b.当期純利益 4,880 6,105 7,476

c.営業収益 48,380 47,659 48,446

　ＥＢＩＴＤＡマージン (=a/c) 33.1% 33.7% 33.6%

　売上高当期純利益率 (=b/c) 10.1% 12.8% 15.4%

（注）当社が使用しているＥＢＩＴＤＡ及びＥＢＩＴＤＡマージンは、米国証券取引委員会（ＳＥＣ）レギュレーション S-K Item

　　　10(ｅ)で定義されているものとは異なっております。従って、他社が用いる同様の指標とは比較できないことがあります。

2. フリー・キャッシュ・フロー（特殊要因及び資金運用に伴う増減除く）

（単位：億円）

2006年度通期（予想） 2005年度通期 2004年度通期

フリー・キャッシュ・フロー（特殊要因及び資金運用に伴う増減除く） 2,800 5,109 10,036

特殊要因（注１） △ 2,200 -                  -                  

資金運用に伴う増減（注２） -                  1,490 △ 4,003

フリー・キャッシュ・フロー 600 6,599 6,033

投資活動によるキャッシュ・フロー　 △ 9,280 △ 9,511 △ 5,783

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,880 16,109 11,816

（注１）特殊要因とは、期末日が金融機関の休業日であることによる電話料金未回収影響額です。

（注２）資金運用に伴う増減とは、期間3ヶ月超の資金運用を目的とした金融商品の取得、償還及び売却による増減です。2006年度通期（予想）

        の資金運用に伴う増減は予想が困難であるため見込んでおりません。



「FOMA」、「mova」、「クイックキャスト」、「ｉモード」、「パケ・ホーダイ」、「おサイフケータイ」、「iD」、「DCMX」、「トルカ」、「ｉチャネル」、「プッシュトーク」、
「ワールドコール」、「ドコモプレミアクラブ」、「ファミ割ワイド」、「キッズケータイ」、「SIMPURE」、「MUSIC PORTER X」は、株式会社ＮＴＴドコモの商標または登録商標です。
その他記載されている会社名、製品名などは該当する各社の商標または登録商標です。
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